
 

東京都学校事務職員労働組合（東学） 新宿区西新宿２－８－１ 都庁第２本庁舎３２階

（給食費の無償化・公会計化特集号） ２０２３年１２月４日 ＮO.６５６ 

学校給食費の無償化が 

23 区中 22 区に拡大する、多摩地区でも 
保護者の所得格差が子どもの教育格差とならないよう、学習の機会が奪われないよう、

教育の無償化、つまり学校徴収金（給食費、教材費、校外活動費、修学旅行費、卒業アル

バム代、高校授業料など）の無償化を求めています。コロナ禍の中では、学校給食の重要

性が再認識されました。 

学校給食費の無償化とは、何か 
学校給食の費用を児童・生徒の保護者から徴収しないで、自治体や国が公費で支給するこ

とをいいます。すべての子どもは、平等に栄養バランスのとれた給食を食べることができ、

経済的に困難な子どもの健康や学習機会をそこなわないようにするものです。最近の物価

高騰で生活が困窮している子育て世帯を支援するためのものでもあります。年間では、小

学校で約５万円、中学校で約５万６千円が、保護者負担となっています。 

都内２３区中２２区（来年度実施予定を含めると２３区）

が、多摩地区でも 2 市、1 町・４村が無償化を実施 
23 区では、昨年 9 月葛飾区から始まる無償化の流れから、地域間格差が生じないよう

に他区に波及しました。現時点では、渋谷区（来年度から実施予定）以外の区で、実施さ

れています。学校給食費の無償化といっても、各区で違いが出てきています。小中学校の

所得制限を設けない完全無償化、実施時期（期間限定か、期限なしか）、中学校を先行実

施（小学校は後）、対象を第 2 子以降、全額給付か給食費相当分か、などです。 

多摩・島しょ地区では、2 市、１町・４村で給食費の無償化ガが実施されています。現

時点では、２市が実施しています。市長選後に、実施予定の市もあります。１町・４村で

は、かなり以前から、住民の定住化政策として、学校給食の無償化を実施しています（２

３区等の最近の無償化は、食材費の高騰を補うために子育て世帯を支援することが目的で

あるため、目的に違いがあります）。これまでは、小さな町や村が、定住促進をねらって、

給食費の無償化を導入する事例が多かったようです。 

政府や全国知事会などの地方団体や東京都の動き 
政府の「異次元の少子化対策」や全国知事会の国への要望書、東京都の「０１８サポー

ト」など、少子化対策をめぐって、様々な団体の動きがあります。全国一律に無償化をす

る場合、４千４百億円の財源が必要になります。 

 

「学校給食費の無償化は既に地域の実情に応じて実施している自治体もあり、そもそも

学校給食法の趣旨を踏まえて設置者である各自治体で判断すべき課題だというのは政府の

立場です」（岸田首相）。 

「学校給食の支援につきましては、財源確保などの対応を国の責任において行うものです。

また、都立学校では、既に国の地方創生臨時交付金を活用して、保護者負担の軽減をは

かっています。区市町村立小中学校におきましては、学校設置者である区市町村が、保護

者の負担軽減について、適切に対応していると認識しています」（小池都知事）。 



学校給食法の改正が必要です 

憲法第２６条２項には義務教育は無償であるとされています。憲法理念を実現させるた

め、学校給食法第１１条２項の食材費は保護者負担とする条項の改正が、必要です。教科

書が無償化されたと同様に、学校給食費も無償化されるべきです。 

今後の課題について 
１． 学校給食法の改正。国の財政負担とすることで、全国一律の無償化とするべきです。 

２． 法改正ができるまでは、自治体による無償化を先行して進める必要があります。当

面、無償化を実施していない自治体には無償化を実施させ、無償化を実施している

自治体には来年度以降も引き続き実施を継続させる必要があります。 

３． 無償化の対象範囲を特別支援学校等にも拡大させる必要があります。 

 

給食費を始めとする学校徴収金の公会計化、 

文部科学省が「通知」を出すが、進まず 
学校徴収金（給食費が中心）の公会計化が進んでいません。適法化（会計の公正・透明

性の確保など）と「学校における働き方改革」（教職員の事務負担の軽減）が進んでいま

せん。文部科学省は、学校徴収金の徴収・管理は地方公共団体・学校以外が担うことを基

本としています。 
学校給食の公会計化とは、何か 

給食費の徴収と食材費の支出を、学校独自の会計処理で行うのではなく、自治体や国の

予算に計上して、管理をすることをいいます。公会計化により、給食費を自治体の予算に

収入し、食材の購入費を自治体の予算から支出することで、給食費の運営を行います。 
文部科学省の通知、公会計化の推進は画期的なこと 

文部科学省は、2019 年７月３１日「学校給食費等の徴収に関する公会計化等の推進

について（通知）」を出しました。給食費の「公会計化を促進」し、徴収・管理を学校で

はなく、「地方公共団体が自らの業務」として行うことを求めています。しかし、全国の

自治体での公会計化は、進んでいません。文部科学省の２０２２年度調査によると、「公

会計化」を導入していたのは、全国１４９３自治体のうち５１９自治体（３４．８％）、

準備・検討中としたのは４５４自治体（３０．４％）、公会計化の実施予定なしとしたの

が５２０自治体（３４．８％）でした。東京都では、実施している１２自治体、実施を準

備・検討している１９自治体、予定していない２８自治体です。予定なしとした自治体の

多くは、「システム化の経済的、人的負担が大きい」を理由としています。 

保護者負担の教育費の多くを学校給食費が占めている 
東京都教育委員会の保護者負担調査（２０２１年度）によると、小学校では児童１人当

たりの負担額は５６，４４５円で学校給食４０，８０６円（７４．１％）、中学校では生

徒１人あたりの負担額は７２，９３０円で学校給食３９，８２９円（５５．７％）が占め

ています。東京都全体では、学校給食費が３４２億８，１０５万４千円です。 

公会計化を支持しつつ、問題の解決を求めます 
公会計化や無償化の理念を支持します。事務職員の立場としては、支払い業務等が大幅

に増える場合があります。世田谷区や町田市での公会計化の事例では、学校予算を大幅に

上回る金額の給食会計の支払い業務を事務職員が担っています。事務の簡素化、効率化、

仕事量に見合った人員配置、区市教委と学校の業務分担の見直しなども検討課題です。 


